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Ⅰ. 調査の概要

１ 調査目的

県内の商店街の現状及び課題等を把握・分析し、今後の効果的な商業振興施策の基礎資料とする。

２ 調査対象

県内の１６３商店街（商店街振興組合、その他の法人及び任意の商店街組織）

３ 調査期間

令和６年（２０２４年）６月２５日～７月３１日

４ 調査基準日

店舗数に関する項目のみ令和６年（２０２４年）３月３１日時点とし、それ以外は回答日時点

５ 調査の実施方法

（１）熊本市内の商店街【８４団体】 （２）熊本市以外の商店街【７９団体】

６ 回答率

８６．１％（１３６商店街／１５８商店街） ※休眠中の５商店街を除く。

県 商店街 県 市町村 商店街

（郵送）

（返送）

（依頼） （配布）

（提出） （回収）

（回答） （回答）

3/14



Ⅱ－１ 基礎指標(店舗数、空き店舗率等)の比較

Ⅱ．基礎指標

※集計対象：１５店舗以上で構成される商店街
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回答合計 平均

5,664 46.4

5,064 41.5

600 4.9

177 1.5

199 1.6

基準日前１年間の出店数（D)

基準日前１年間の閉店数（E)

  営業店舗数（B)

  空き店舗数（C)

          総店舗数  （A)

　　　　　空き店舗率　(C/A)

　　　　　出店率　　　(D/A)

　　　　　閉店率 　　 (E/(AーD))

10.6%

3.1%

3.5%

令和6年度
（122商店街、基準日R6.3.31）
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商店街に魅力がない

立地条件が良くない

所有者に貸す意思がない

空き店舗情報の提供不足

店舗の老朽化

店が補修・拡張できない

家賃の折り合いがつかない

熊本市内 熊本市以外 県全体

Ⅱ－２ 空き店舗率の推移と空き店舗が埋まらない理由
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（基準日）

熊本市 熊本市以外 県全体
（％）
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・住宅との兼用のため
・駐車場の不足
・広さが合わないため
・商店街外に魅力的な空き店舗や立
地が存在するため

・来街者が少なく、出店したがらな
いため



由

に

Ⅱ－３ 店舗の出退店状況

31

25
19

5

20

[店舗が閉店した理由]
商店主の高齢化、

後継者の不在

経営の悪化

店舗の移転

その他

不明(%)

6/14

55

115

4
3

22

飲食店

サービス店

衣料品・買回り品店

最寄り品小売店

百貨店、大型ディス

カウント店
その他

〔開店した店舗の種類〕

(%)

・不動産 ・金属加工業
・卸売業者 ・ネイルサロン
・スポーツジム ・陶芸品店
・簡易宿泊施設
・保育園
・サテライトオフィス
・野球教室

・卸売業に注力するため
・貸主の都合による退去
・契約期間満了のため
・人手不足のため
・業種変更のため

・開店した店舗の業種は「飲食関係」が最も多い。
・店舗が閉店した理由は、上位３つ「１．商店主の高齢化、後継者の不在」「２．
経営の悪化」「３．店舗の移転」が全体の４分の３を占めている。

（令和５年度中）



Ⅲ－１ 商店街のタイプと立地状況

〔商店街の立地状況〕

近隣型

46%

地域型

45%

広域型

9%

〔商店街のタイプ〕

32

92

32

19

16

8

10

23

27

33

28

9

8

11

1

2

15

15

19

県全体

広域型

地域型

近隣型

繁華街 住宅街 幹線道路沿い 駅前 オフィス街 その他

近隣型・・・最寄り品（※１)店中心で地元住民が徒歩又は自
転車などにより日用品の買い物を行う商店街

地域型・・・最寄り品店と買回り品（※２)店が混在し、近隣
型商店街よりもやや広い範囲から徒歩、自転
車、自動車、バス等で来街する商店街

広域型・・・百貨店、量販店等を含む大型店があり、最寄
り品店より買回り品店が多い商店街

（※１)最寄り品・・・消費者が頻繁に手軽にほとんど比較
せず購入する物品（食料品、日用品等)

（※２)買回り品・・・消費者が２つ以上の店を回って比較
して購入する商品(服、家具、家電等)

・県内の商店街は「近隣型」と「地域型」で
全体の９割を占める。
・「広域型」の９割は「繁華街」に立地して
いる。

Ⅲ．商店街の概要と現状

(%)
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・観光地付近(熊本城城内、八千代座等) ・役場通り沿い

・昔の繁華街 ・市道沿い ・温泉街



Ⅲ－２ 来街者の属性
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県全体
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平日が多い 休日が多い
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休
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平
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〔平日と休日の最も多い客層〕

学生・若者 家族連れ 会社員 主婦・主夫 高齢者（６５歳以上） 観光客 その他

〔平日と休日どちらが客が多いか〕 (%)

(%)

・県全体では、「平日」の方が来街者が多い。
・最も多い客層として、平日は「高齢者」、休日は「観光客」と回答している
商店街が多い。
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Ⅳ－１ 商店街が抱える問題・課題
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〔内的な問題・課題〕

〔外的な問題・課題〕

※オンラインショッピングの普及はH29年では選択肢に含めていない。

Ｒ６ Ｈ２９ （回答数）

Ｒ６ Ｈ２９ （回答数）

Ⅳ．商店街の問題と取組み
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・地域との関係の希薄化
・従業員の人手不足
・多世代にわたる居住人の確保
・各店舗の閉店に伴う来街者減少

・中心地から絶妙に離れてい
る立地状況
・公衆トイレ不足
・夜間のタクシー不足
・郊外の発展の影響



Ⅳ－２ 現在取り組んでいる事業と将来取り組みたい事業
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現在取り組んでいる事業 将来取り組みたい事業

イベント：大売出し、祭り、朝市、夜市等
インターネット活用：ホームページの開設、

メールマガジンの配信等
空き店舗対策：コミュニティ施設としての利用、

家賃補助、広報、開業支援等
情報提供：広報誌・共同チラシの発行等
買い物支援：配達、御用聞き、手荷物預かり等
子育て支援：子供の一時預かり、授乳スペース提供等

〔事業例〕 ・現在は約半数の商店街が「イベント」を実
施している。
・将来的に「空き店舗対策」、「情報提供」、
「インターネット活用」等に取り組みたいと
考えている商店街が多い。

10/14



Ⅳ－３ 行政による支援の利用実績

54
46

全体

47
53

熊本市外

ある ない

63

37

熊本市内

・熊本市内では過半数の商店街が行政による支援を利用した実績があるが、熊本市外
では過半数の商店街が利用したことがない。
・利用した行政による支援の内容としては、「イベント」や「プレミアム商品券の発
行」が大半であった。また、自治体の補助金を活用して、街路灯や防犯カメラの設置
等のハード面の整備を行う商店街もあった。

（%）
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Ⅴ－１ 将来の展望

79

21

商店街全体を維持・発展(活性化)させたい

各個店の取組みに任せ、商店街全体を発展

(活性化)させようと思わない
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0 5 10 15 20 25 30 35 40

上記以外の姿を描いている

若い世代や観光客をターゲットにした

飲食店やテーマ性を持った雑貨店等の

集まり

特定の商品・サービスに

集中した店の集まり

品揃えが深い専門店の集まり

定期的・継続的に

イベントを開催する店舗の集まり

地域住民の生活の支えとなる

最寄り品を中心とした店舗の集まり

熊本市内 熊本市外 県全体
〔どのような商店街を目指しているか〕

・約８割の商店街が「商店街全体を発展させたい」という意欲を持っている。
・県全体では、「地域住民の生活の支えとなる店舗の集まり」を目指す商店街が多い。

Ⅴ．将来の展望等

（回答数）
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・新規事業がどんどん生まれる会
・治安が良く、安心安全に買い物
できる通り
・商店街と住宅が共生する商店街
・他商店街との連携を図り、街中
全体で回遊性を高める商店街
・個人の経営努力を促し、年数回
の共同イベントを通じて活性化を
図る商店街
・様々な年代の方が集い交流できる
拠点としての役割を持つ商店街
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その他

専門家活用に対する支援

セミナー・交流会等に対する支援

他の商店街の事例・データ等の提供

外国人対応に対する支援

広報・PR活動に対する支援

後継者・人材育成に対する支援

空き店舗対策に対する支援

商店街のインフラ整備に対する支援

商店街事業・イベント等に対する支援

熊本市内 熊本市外 全体

の商店街

Ⅴ－２ 行政に期待すること

・県全体では「商店街事業・イベント等に対する支援」を行政に期待する商店街が最も
多い。
・熊本市内と比較して、熊本市外では「空き店舗対策」や「後継者、人材育成」に対す
る支援を求める商店街が多い。

（回答数）
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・産学官、他商店街、繁栄会等の他団体と
の連携に対する支援
・月に一度程度、全国から呼んだアーティ
スト公演が実施できるための支援



Ⅵ その他（意見等）

・今年度に入り、台湾や外国人の方の旅行者が増えてきた。

・一過性のイベントではなく街の魅力を多くの人に発信して来街につながるような
取組を今後行っていきたい。

・歩道が広がったり、集える広場等があればもっと活気が出ると思う。

・会員事業者と住民、会員同士、商店街同士等、人間関係のコミュニティ自体が希
薄になっていることが課題。

・イベントでの来客があるが、個々のお店の売り上げに繋がっていないことが課題。
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